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第3回衛生工学シンポジウム

1995.11北海道大学学街交流会舘

有機化合物による土壌・地下水汚染に関する研究動向と今後の課題

北海道大学工学部 O石井一英 田中信寿

1はじめに

トリクロロエチレン(TCE)、テトラクロロエチレン(PCE)等の有機境素系溶剤による土壌・地下水汚

染が深刻な問題となっている。そして現在までに様々な研究が行われ、また汚染現場では調査や浄化

作業も実施されている。しかしその調査や浄化例の報告から、その費用、時間が膨大となっているこ

とが判明。してきており、行き詰まりの様相を帯びている。その理由として汚染を浄化する特効薬がな

く、効率の低い状態で作業を実施し続けなければならないという現状が考えられる。そこで本報告は、

このような問題を打開するために今後どのような研究、開発をすべきかを今まで、の研究動向と共に考

えてみることにする。なお本報告では有機化合物として有機塩素化合物等の難水溶性液体 (non-aque-

ous phase liquid，NAPL)を取り上げることにした。

2.現状の偲撮
2. 1 土壌・地下水汚染の現状
1)土壌汚染

平成6年度に環境庁が行った土壌汚染に関する全面的な調査の(全菌118地方公共団体を対象)による

と、昭和50年以降に判明した汚染事例は232件(平成4年度は177件)であり、このうちTCE、PCE等の有機

堪素化合物による汚染事例は115件で約50潟(平成4年度は73件41覧)であった。また汚染原因となった事

業種は、金属製品製造業、電気機械器具製造業、洗濯業が多い。なお平成6年度の調査段階で、汚染対

策状況は実施中又は検討中のものを合わせて82件で
35犯となっている。 表1平成5年度地下水質測定結果(概祝調査)3) 

茶話主催掌
2)地下水汚染 物質名

井戸数

|調査数{本)|超過数(本)|超過窃{括)

γクロロメ9ン 964 。 。
四塩化炭索 2383 0.04 

1.2-シヲロロエ9ン 924 。 。
1. 1-γ~ppエチレン 1010 0.1 

シ';¥-1.2-γクロロエチレン 1010 9 0.9 

1. 1. 1-ト妙m坊ン 3960 。 。
1. 1. 2-~9 ~pp坊ン 974 。 。
トリロロエチレン 4480 15 0.3 

テト7~PPエチレン 4480 24 0.5 

ヘ.ンi(ン 909 1 0.1 

1984年度以降毎年度、地方自治体が地下水調査を行

い環境庁がまとめている。平成5年度の地下水質測定

結果3)(概況調査:地域の全体的な地下水質の状洗を把

握するために実施する調査、全罷1520市区町村を対

象)を表lに示す。表よりTCE、PCEによる汚染が多く見

られる。またTCEの嫌気性微生物による分解闘生成物

である4)cis"'"1，トジクロロエチレンによる汚染の例も

見られる。一方TCEの代替物質として生産・消費され

ている5}1，1，1-トリクロロエタンについては、基準値
*事長理主催は平成5年3月の水質環境基準の改正依

を超過している例は見られないが、基準値が1mg/Lと 表2文献調査結果
大分類 小分類 l主総数 割合{百}

他の物質に比べて高いことが原閣であると考えら

れ、今後注意が必要である。またベンゼンで汚染さ

れている例も1件確認されており、石油等による汚染

の事例も今後増加すると考えられる。

2.2 研究動向
1995年3月に土木学会環境工学委員会がとりまとめ

た「関東地域における地下水汚染とその対策調査一

(別冊版)地下水汚染調査文献集j を基に、日本にお

ける有機化合物(有機塩素化合物、石油類芳香族化合

物)による地下水汚染に関する研究動向をまとめた。

方法は文献題名、キーワード、及び要習に上記関連
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物質に触れている文献を抽出し分類した(表的。分類項目は、1.総論・解説、 2.汚染・調査事供、 3.土

壌‘地下水中で、の挙動に関するもの、 4.数値解析、 5.持化技術、 6.水処理技衡の6つであり、表2に示

すようにさらに小分類に分けた。表より汚染・調査事例が一番多く、これは地方自治体が毎年行って

いる地下水質調査に関する報告が多数文献集に抽出されたためである。次いで挙動に関する文献が多

く、吸着・溶出等の実験的研究に関するものが多い。しかし原被挙動や気化挙動に関する研究は少な

い。また浄化技術や水処理技術に関する報告も最近増えている。

3.儲々のプロセスにおける現状と諜賭

汚染発覚から修復作業が終了するまでの概念陸を図1に示す。以下、 ζの概念図に従って現状と課題

を示す。

汚染発生段階 調査・分析 浄化対策

¥ 
不適正な I ~概況調査
処理・事故

lJ拡大→修復技術→計画実施」修復
訪11:対策 の検討

↓ L 
除汚染の予部認 モニタリング

鴎lニヒ壌・地下水汚染における汚染発生から修復までのフロー鴎

3. 1 汚染発生段階

土壌・地下水汚染は化学物質の不適正な処理・事故によって生じる場合が多い。汚染段階での類型

化をその発生原因に基づいて行うと次のようになる6)。

1)路棄物に関連した汚染 ・・・壊立地、不法投棄等

2)工場及びその周辺における汚染 ・・・ IC工場、クヲ…ニング事業所等

3)悶川等の表流水に起罰している汚染

4)市街地における汚染

これらのうち1)、 2)、4)の場合が多い。

での貯蔵タシク等の漏出

・・・工場排水等

・・ガソリンスタンド(石油類)、クリーニング、事業所

土壌 ι地下水汚染の特徴として、農薬等による地下水汚染に比べて、非常に狭い範囲に限定された

点源的な汚染であることが首える。従って汚染が生じてから汚染が発覚するまでには時間のかかるケー

スが多い。現在、条例、要締又は行政による調査や住民の通報等により汚染が発見される場合が多い

こと 3)を考えると、汚染可能性のある物質を扱っている事業所等に、汚染の未然防止対策や潤辺のモニ

タリングを行わせることによって、汚染を未然に紡いだり、又は最小限度にくい止めるようにできる

と思われる。また市街地における石油等による汚染事例1.7)はそれほど多くは報告されてはいないが、

今後増加する可能性がある。

3. 2 韻査・分析

調査・分析は、大きく分け

て概況調査と詳細輯査に分け 1

られる。概況調査は汚染物質

並びに汚染範盟の関定、汚染

源の推定を自的に行われ、平

面的に広範囲を迅速に調査で

きる手法が舟いられている。

現在は井戸水鷲調査だけでは

なく、土壌ガス中に揮発した

アクティプ法

パッシプ法

表3土壌ガスサンプリング法の種類

内容

ボーリングパ」で地面に約1mの孔を開け、検知

を楚し込みガスを吸引する

可搬式ガスクロポy..1ボーリングノいで地酒に約1mの穴を凋け、ガス
を吸引しガスクロ (PID)で分訴する

移動分析車総10) .，地磁に径5肌深さ1mの小孔を開け、ガスを吸引

し分析車内のガスクロで分析する.

鑑識ハンマ}等で径3cm、深さ2mの干しを開け、}土

土壌ガスモニタリングロ)¥綴ガス採取腐のステンレス管を持入じ、:ガスを l

テドラパックに吸引する.その後持ち帰り分析する

活性炭のコーティングされたワイヤが収納された

フィンガープリント法1叶ガラス管を地中約30cmの深さに管ロを下向きに
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1-3週間製設する.その後吸着された物質を加熱脱着
して分析する。



汚染物衰の濃度を測定する土壌ガスサンプジング法により汚染源を推定する方法がよく用いられてい

る(表的。土壌ガスサンプリング法には、一ポンプ等で強制的にガスを採取するアクティブ法と土壌ガス

中における対象成分の自然拡散を利用して吸着剤などによって毘的成分を採取するパッシブ法とがあ

る。これらの調査方法に関しては種々の開題点が指鏑されており、松井ら13)は土壌ガスを吸引する場合

の吸民速度、吸引量等に性自し考察をしているが、その結果、深さ60"-'85cmで、窄孔した直後に100mL/

minで吸51した場合土90同程度のばらつきがあると報告している。また浅間ら14)は測定陪隔について考察
しており、 O.OOlppmレベルの感度

を持つ調査手法では100mメッシュ

以下の澱定間隔で調査を行う必要

があることを明らかにしている。

一方詳細調査は、概況調査に

よって推定された汚染源を買に絞

り込むことを罰的としており、修

復作業のための蔀鵠査と雷っても

よい。多くはボーリング鵠査を施

し、地下水並びに土壌をサンプジ

ングし鉛渡方向の汚染物質の分布を

鵠査する。ここでPCEによる汚染の

汚染源付近の土壌ガス調査とポーリ

ング調査結果例15)を図2に示す。こ

こはドライクジーニング事業場跡地

であり、マサ士とシルトが1i.層した

地域である。 PCE濃度は土壌含有最 400 

で地下2.3mで62000mg/kg、5.5mで、

32000mg/ぬと観撰されており、非常

に高濃度部分が発見された例であ

る。しかし、観測される土壌含有最 80 

高濃度が101，，-，1 03mg/kg程度の汚染事{四}

慨も見られる。表4は他の汚染事例 1000 

も含めた汚染源で検出された最高濃

度4)である。これらの汚染物質の存

在形態は土壌に吸着された状態であ
表4汚染源の土壌・地下水・間隙ガス中

ると考えられ、もっと高濃度の地点(汚染物質が原液状で存 の有機塩素化合物の最高検出濃度4)

在している地点)を探索する必要がある。従ってポ…リング

調査により得られたデータ等から、次のポーヲング地点を推

撰したり、汚染源、を推測する必要がある。また汚染源、の深さ

方向の位置を推測するために、高濃度部分と地層の関係も十

分に解明する必要もある。

最後に概説・詳細調査は汚染現場の地域的な特性(地費、

地下水深さ、市街地であるかどうか)により大きく影響を受

け、どのケースにどの調査手法が精度、費用、時需的に最適

であるか等の研究はされておらず今後の課題と言える。

3 5 9 11 13 25 27 29 31 33 35 37 
o 5. -

道
路

事。智弘4智容 11803100

600 砂質土器量

。A-3
。B-3・B-8
ロB田11
国自由13 (cm) 

800 
o Bゅ33

マザ:H車

1000 

(b) 地質柱状図と土壌濃度の鉛誼分布

関2PCEによる汚染の諦査例15)

事例汚染物質 土機 地下水土壌ガス
No. mg/kg mg/L ロpmv

TCE 865 137 1500 

2 TCE 6600 140 

3 TCE' 40 360000 

4 TCE 10 410 

5 TCE 138 455 9400 

6 TCE 232 1390 

7 TCE 210000 40 

8 TCE 4300 28 

PCE 14000 75 

9 PCE 360 80 

10 PCE 8100 33 14000 

11 PCE 25000 22 3000 

12 PCE 62000 160 14000 

3圃3 浄化方法

滞化方法は、大きく分けると汚染物質の拡散防止技術と汚

染物質の分解・除去技術に分けられる15)(図的。拡散防止技術は汚染物質の地下水への溶出を防ぐこと

ーア9-



が自的であり、汚染土壌を封

じ込めたり不溶化する手法が

ある。これらは重金属等の汚

染物質に対してよく用いられ

る方法である。有機塩素化合

物等に対しては揚水を行い地

下水流れを制御する手法が用

いられているのが現状であ

る。しかし適切な揚水を行う

ことができずに、汚染範陸を

かえって拡大することも考え

られ、{築震な計爵、実施、モ

ニタリング等がE重要である。

分解・除去技術は、汚染物

質を土壌層内から取り出して

から処理する方法と、原位置

で無害化する方法に分かれ

る。前者には、地下水揚水、

土壌の除去、土壌ガスの抽出

等の技術があり、その後に

水、ガス中から汚染物質が四

収あるいは分解される。後者

は微生物分解が主たる技術であるが、分解副生成物質による二次汚染が懸念されている。

こニで、地下水の揚水と土壌ガス抽出を問時に行うニ重抽出法による浄化作業の例16)を示す。国4は、

そのガス抽出法による回収作業結果例である。

間勝点と課題を列挙すると、

a.図より作業実施初期は回収率は高いが、時間と共に指数関数的に回収率が減少することが分かる。

しかし回収率が減少するのは当然で、開題となるのは浄化に要する時間が長くなり、結果として費

用が高くなることである。

b.ガス抽出法は土壌層内の圧力を負圧にするため地下水位が上昇し、汚染物質が水で、被覆され回収率

が低下すると予測される1)。そこで、地下水揚水量を増加し地下水位を下げる方策がとられた(図4中

の装置改良時期に相当)が、この汚染事例の場合は囲収率は増加しなかった。このことから浄化に伴

う地下水位の変動によって汚染の場がどのように変化するか定量化する必要がある。

c.浄化対策に関する研究では、土壌ガス抽出に関するもの17)が多いが、最適な抽出方法(抽出井戸の開

隔、吸引流量等)は理論的に求められてはおらず、現場で運転しながら決定されているのが現状であ

る。

d.どのレベルにまで修復するかもっと議論されるべきである。汚染されていない水を得るという目的

で、あれば揚水してからの水処理に費用をかけることも考えるべきである。

「汚掛均質の溶出防止

鉱散防.!l:掛す→

」地下水流れの制御

物混約国化(水ガラス、ベントナイトなど)

化学反応(隊化、硫化物、キレート化など)

溶融箇化

回い込み(シート、粘土、鍛矢車i(t，i:ど)

地下水の揚水 (t設水井戸、地下苦闘t溝)

γ 汚染物質の徐奈 t--… 二七嬢の除去
L...一一回 二七割量ガスの摘出

分島融去技術寸
o一一微生物分解(好錨扮低嫌気的分解)

」汚染物質の分解・無害化一一」一一一 化学分解(酸化、選元中和など)

図3土壊・地下水汚染の浄化対策技術15)
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3.4 まとめ
ここで問題点をまとめると以下のようになる。

1.有害な化学物質を扱っている工場、事業所で汚染未然防止対策や周辺地域のモニタリングが実施さ

れる体制になっていないため、汚染が生じていても発見まで時間がかかってしまう。

2.現場調査に関しては、各々の地域性に適合した鵠査方法を用いる等といった方法論がない。また、

調査費用が非常に高い。また吸着最程度の汚染の分布しか得られなかった場合、より高濃度の地点

(ただし原液が存在する可能性があるなら)を探紫するべきである。
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3.浄化対策に関しては、個々の浄化技術が始動され始めた段階で、最適な運転法を現場で模索して

いる段措である。従って汚染状況、汚染レベルに合った浄化対策が施されている場合が少ない。

また接数の修復技術を浄化進行に従い組み合わせて用いる等の検討が必要で、ある。

従って今後の課題としては、汚染状況や汚染レベル又は地域特性に合った修復技術を選択又は関発

すると共に複数の諺復技術を修復進行と共に切り替えることを前提に、修復技街、モニタリング等が

計密、実施されなくてはならない。しかしなによりも有害な化学物質又は汚染可能性のある物質を管

理するという立場から、図1のフロ}全体を統括的にとらえた理論iこ基づく方法論、体系づけが必要で

あると考えられる。

5.今後の謀題 一指APL原液挙動の重要性一

ある有限の空間内において、汚染物質を土壌ガスの抽出又は地下水の揚水により回収すると仮定す

る。浄化作業をより効率的に行う(囲収率の増加及び修復まで時間の短縮)ためには、ガス抽出量又は

揚水量Q[m3j日を大きくするか、浄化対象範囲V[約を小さくすれば良いと考えられる。しかし一般にQ
を大きくすることは費用、エネルギーの許す範囲内で、達成で、きても、 Vに関しては高濃度汚染部分を特

定し、浄化対象範囲を囲い込まなければ無理である考えられる。そこで、浄化作業における律速因子

を整理し、次の2つに分けた。

1. 浄化の対象となる地質構造の不均紫性、不確実性に起因

2. 汚染物質の存症形態に起居(表5)

Lに示すような状視では、汚染物質輸
送の媒体となる土壌ガスや水の移動を完

全に制僻することができないため、浄化

対象範囲の浄化が進行しないことが考え

られる。現在の対応策としては、地質環

境の測定技術の改善や、確率論的な考え

を導入した数値シミュレーション18)が研

究されている。

2.に示す状況では、浄化の進行と共

に、汚染物質が原液で存在する状態

case 

a 

一
b 

c 

一
d 

表5 汚染物質の存在形態と浄化の際の律速国子

存夜形態 律速因子

不
原液 揮発速度
飽

和
土粒子に吸器又は水

題相→c7.矧〉→気相への移動
者宇 土壌水に溶解

飽 原液 水への溶解
手話

水
土粒子に吸着又は 闘相→水相への移動書干

地下水に捺解

浄化

ガス
抱出

地下水
揚7J<

一
(case a， c)から、土壌粒子に吸着された状態(caseb， d)へと変化し、結果として相関の物質移動が律

速になってしまうことが考えられる。対応策として、環境に対して影響の少ない有機器粥や界面活性

剤を使用することにより相関の物質移動を促進する試みがなされている。例えばAugutijnet a119)は

有機溶剤の告を用により土壌粒子に吸著した汚染物質の回収率が上昇することを確かめている。またガ

ス抽出により地下水位が上昇し、汚染の場が不錨和水害から飽和水帯へ変化することも考えられるが、

地下水位の移動に伴う汚染物質の挙動に関する定量的な研究は乏しい。

従って浄化を効率的に行うためには、汚染物質罪被の存在する高濃度部分を特定し囲い込むことに

よって、浄化対象範屈Vを最小にすることが重要であると考えられる。その結果として回収率の増加と

浄化時間の短縮が期待できる。汚染修復の第一段階としてはかなり有効な手段であると考えられるが、

原被の土壌層内における移動に関する研究は少なく、原被の存在する範閣を決定できないのが現状で

ある。よって土壌・地下水層内で、の汚染物質原液の移動が明確になれば、修復対象範囲を決定でき、

効率的な浄化作業が可能であると考えられる。

またその他に、

・地層等の条件によって汚染物笠原液がどのように移動し、どのような汚染ブルームが形成されるか0

・地下水面付近でどのような挙動をするか。地下水位の変化によって影響をどの程度受けるか。
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-原液が通過した後に、どの程度吸着量として土壌中に含有されるか、また低濃度の汚染プルームが

どのように形成されるか。

などが明確になれば、汚染機構の解明、調査手法の最溜化、浄化方法の選定、運転の最適化等、図lの

フロー全体を統括する理論体系の形成に大きく貢献できると考えられる。

また、有害化学物質管理の立場からは、"有害な物質が環境中に放出された時に、どのような挙動

をするか"ということが薫要で、あらゆる化学物質に対してその貯蔵管理方法が厳密に議論されるべ

きである。また事故などにより土壌庸内に揚出した場合に適切に対応する必要がある。

今後、有害であることが判暁しでもその社会的有用性からどうしても使用しなくてはならない化学

物質についてその生産から貯蔵管理、使用、回収、鹿棄まで統括的に扱い、その使用の可否を検討す

べきであり、その枠組みの中で、事故や不法投棄などにより汚染が生じたときにどのような対策がと

りえるかが議論されるべきである。土壌層内におけるNAPL原液挙動の解明は、その評価のための基礎

的な情報を与えることができると考えている。
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